
基本的な考え方
　当社は、「お客さま第一」を基本理念とし、『イオンモー
ルは、地域とともに「暮らしの未来」をつくるLife Design 
Developerです。』を経営理念としています。
　「Life Design」とは、商業施設の枠組みを越えて、一人
ひとりのライフステージを見据えたさまざまな機能拡充を
行い、ショッピングだけでなく、人との出逢いや文化育成
なども含めた「暮らしの未来」をデザインすることと定義し
ています。
　当社は、小売業出身のディベロッパーの強みをさらに
強化するとともに、ローカライゼーションの視点に基づい
たエリアごとに個性あるモールづくりを国内外で推し進
めることにより、人々のライフスタイルの向上と地域の経
済・文化の発展に貢献することを指針としています。これ
らを実現するためには、コーポレート・ガバナンスを経営
の最重要事項の一つと認識し、継続的に体制を強化して
いきます。

●コーポレート・ガバナンス体制構築の指針

1
株主の権利、権利行使に係る環境整備・平等性を確保
し、株主との適切な協働を進め、持続的な成長につなげ
ます。

2

取締役会・経営陣は、お客さま、ステークホルダーの皆
さまの権利・立場や事業活動における倫理を尊重する
企業文化・風土の醸成、ESGへの積極的な取り組みの
ため、リーダーシップを発揮します。

3

財務情報・非財務情報について、「開示方針（ディスク
ロージャーポリシー）」、「情報開示管理規則」を定め、適
切で分かりやすい情報開示を行い、透明性・公平性を確
保します。

4

取締役会は、小売業に精通した取締役を中心に構成し、
小売業出身のディベロッパーの強みを強化するととも
に、独立社外取締役の選任による監督体制の強化によ
り、透明性の高い経営を実現し、長期ビジョン・中長期
計画などの重要な企業戦略を定め、施策を推進します。

5
株主との建設的な対話を通じて得られた意見や評価を経
営に反映することにより、企業価値の向上に活かします。

る会議体などを通して、情報の共有化を図り、効率的な事
業活動に取り組んでいます。当社では、社外監査役を中心
に監査役制度を採用しており、会計監査人・経営監査部と
の連携も図りながら、監査役の監査機能を十分果たせる
仕組みを構築しています。各監査役は取締役会に出席す
る他、常勤監査役は経営会議にも常時出席しています。

コーポレート・ガバナンス体制
　社長の諮問機関として常務取締役以上の取締役およ
び常勤監査役および取締役社長の指名した者を中心メン
バーとする経営会議を設置して、経営戦略機能の強化と
意思決定プロセスの効率化を進めています。また、代表取
締役社長を議長とする取締役会を月1回以上開催すること
により、経営監督機能の強化を図っています。
　この他、代表取締役以下各部門長、幹部社員が参加す

コーポレート・ガバナンス
当社は、長期安定的な企業価値向上のため、コーポレート・ガバナンス機能の強化と
迅速な意思決定を可能とする体制づくりに取り組んでいます。
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コーポレートガバナンス・コードへの対応状況
　当社は、経営の効率性、健全性を高め、企業価値を永続
的に向上させるため、積極的にコーポレート・ガバナンス
の充実に取り組んでいます。具体的には、組織・体制を整
備する取り組みと、役職員個人へ働きかける取り組みとを
組み合わせ、コーポレート・ガバナンスの有効性の向上を
図っています。当社はコーポレートガバナンス・コードの各
原則を実施しており、今後も引き続き、コーポレート・ガバ
ナンスの充実を図っていきます。
　当社のコーポレート・ガバナンス報告書の詳細および実施
状況については、以下の当社ウェブサイトをご覧ください。
▶https://www.aeonmall.com/static/detail/governance/

内部統制システムの整備
■内部統制システム基本方針と体制
　当社は、より良い地域社会との関係を構築するとともに、
企業としての社会的責任を果たすため、コンプライアンス経
営を重視し、イオングループの行動規範である「イオン行動
規範」を遵守します。これを遂行するために、管理本部長を
委員長とする「コンプライアンス委員会」を設け、イオンモー
ルグループにおける法令、定款および社内規定の遵守状況
等の確認と問題点の指摘、改善策の審議を行うとともに、コ

ンプライアンス委員会の議事については、経営会議に報告
するとともに、重要案件については、取締役会に報告します。
また、通報者に不利益がおよばない内部通報窓口として、ヘ
ルプライン・イオンモール「人事110番」を設置、子会社には
当社の仕組みに準じたヘルプラインを設置しています。この
ヘルプラインに報告・通報があった場合、担当部門はその内
容を精査して、違反行為があれば社内規定に基づき必要な
処置をしたうえで、再発防止策を自ら策定または当該部門に
策定させて全社的に実施させるとともに、「コンプライアン
ス委員会」に報告します。内部監査担当部門は、当社および
子会社の業務が適正に運営されているか、「内部監査規則」
に基づき、当社および子会社の監査を実施し、「内部監査報
告書」にて社長および常勤監査役に報告します。
■内部統制システムの運用状況
　当社では、「業務の適正を確保するための体制について
の決定事項」に基づいて、適切に内部統制システムが運用
されているかを確認しています。当期における主な運用状
況は次の通りです。2016年度に実施したリスクサーベイ
の結果と、発生した重大なインシデントおよび新たな事業
領域・環境への対応を踏まえ、重要度および対策の必要性
に応じてリスクのレベル分けを行い、主管部門の取組内容を

「リスク管理委員会」で集中的に議論することで、より実効

●コーポレート・ガバナンス組織図（2021年5月20日現在）
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スのあり方、ルールづくり、参考になる事例など、多岐にわ
たるアドバイスをいただいています。
　こうした取り組みにより、人権の尊重とコンプライアンス
強化に努めていきます。

役員の選任および解任基準
　取締役候補者の指名については、以下のような基準に
従って代表取締役社長が提案し、独立社外役員を中心とし
た指名・報酬諮問委員会にて審議のうえで株主総会議案と
して、取締役会で決議し、株主総会に提出します。

（取締役候補者の指名を行うにあたっての方針）
●�社内取締役においては、得意とする専門分野における能

力・知識・経験・実績を有するとともに、業務全般を把握
し活動できるバランス感覚と決断力を有していること。

●�社外取締役においては、出身の各分野における豊富な経
験と高い見識を有していること、当社取締役として職務
遂行をするための十分な時間が確保できること、独立し
た立場から取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保
するための助言・提言ができる資質を有していること。

　監査役候補者の指名については、以下のような基準に
従って代表取締役社長が提案し、監査役会で協議し同意を
得たうえで株主総会付議議案として取締役会で決議し、株
主総会に提出します。

（監査役候補者の指名を行うにあたっての方針）
●��経営全般の見地から経営課題を認識することができる

こと。
●���監査役の職務執行に影響を及ぼす恐れのある利害関

係・取引関係がないこと。
●��財務および会計に関する相当程度の知見、または専門

分野における能力・知識・経験を有していること。
　取締役会は、実効的なコーポレート・ガバナンスを実現
し、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に
資する人物をCEOとして選任します。CEOの選任および
解職は、取締役会の決議により決定します。
　当社のCEOの要件として、相応しい豊富な経験、高い見
識、高度な専門性を有し、当社事業の継続的成長を実現さ
せるに足る経営能力およびリーダーシップを有する人物を
選任します。

性の高い管理体制を構築しています。また、火災事故や自
然災害など安全に関わる事項の対策を重点的に進めるこ
とで、重篤な被害を未然に防ぐ取り組みを進めました。さら
に、デジタル化の推進や情報セキュリティへの対策強化を
踏まえ、情報セキュリティ会議を新設し、リスク管理委員会
との併催を開始しました。
　コンプライアンスリスクとなる法令・社内規則等の違反
防止に関しては、「コンプライアンス委員会」にて、過去に社
内で発生した違反を事例研究として取り扱い、再発防止に
向けた議論を行っています。当期は、法改正を見据えたハ
ラスメントの防止施策やリニューアル時の労働環境の改善
を中心に議論しました。特にハラスメントの防止に向けて
は、内部通報状況・モラールサーベイの結果・コンプライ
アンス教育の実施状況に鑑みて議論し、その結果を経営会
議・取締役会へ報告することを通じて、より実効性の高い
取り組みを進めています。

取締役会の運営
　取締役会を月１回以上開催する他、必要に応じて適宜臨
時に開催するものとし、社長決裁以上のイオンモールグ
ループに重大なリスクの生じる恐れのある意思決定事項に
関しては経営会議にて審議を行ったうえで、社長決裁ないし
取締役会決議を行います。業務執行については、予め定め
られた「職制管理規則」「業務分掌規則」「権限規則」「決裁伺
い規則」「関係会社管理規則」により、それぞれの業務執行に
おいて必要となる権限を付与して経営責任を明確化します。

グローバルガバナンスの強化に向けた体制強化
　イオンモールグループは、グローバルガバナンスのさら
なる強化に力を入れています。中国では、2018年から国
内と同じレベルの内部統制制度を導入し、「リスク管理委員
会」と「コンプライアンス部」を設置しており、「内部監査部」
は日本の内部監査部門と連携を図りながら内部統制シス
テムの強化に取り組んでいます。アセアンでも2018年度
にリスク管理委員会によるリスク評価を実施し、2019年度
より内部統制システムの構築に取り組みます。
　また、社外役員による海外視察を毎年1、2回行い、実際
に現場を見ていただいたうえで人材育成や海外ガバナン

コーポレート・ガバナンス
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●選任理由

氏名 選任理由

岩村 康次

当社入社以来、開発、海外事業の重点拠点であるイオ
ンモールベトナムでの経営経験等、グローバルな事業
経営及び経営管理に関する知見を有し、2020年に代
表取締役社長に就任した後は、経営の重要事項の決
定、業務執行に対する監督等、当社の企業価値向上に
資する役割を果たしております。さらに、2020年度は
新型コロナウイルス感染症による経営環境の変化に
対し、リーダーシップを発揮し持続的な企業価値向上
のために事業全体を牽引しております。以上のことか
ら当社の「2025年にめざす姿」の実現及び「中期経営
計画」の達成を図るため、引き続き取締役に選任して
おります。

藤木 光広

入社以来、主にショッピングモールの管理・運営及び
リーシング業務に従事しております。現在はCX創造本
部長として、地域へのソリューション提供、同友店企業
との協業による新しい取り組みを通じて、リアル空間
の価値最大化や新たな価値提供の創造において中心
的役割を担っていることから、引き続き取締役に選任
しております。

佐藤 久之

国内及び中国における開発業務に従事するとともに、
中国現地法人の経営の経験も有しており、現在は開発
本部長として、開発にかかわる分野での豊富な専門知
識と海外における事業経営の実績と貢献を活かし、複
合開発等新たなビジネスフォーマットを推進し企業価
値向上に努めていることから、引き続き取締役に選任
しております。

岡本 正彦

人事・総務業務に従事して培った専門知識と経験をも
とに、2018年より管理本部長を務めております。企業
価値最大化を図るため、人材育成やコーポレートガバ
ナンスへの対応を推進しており、国内外の内部統制や
リスク管理のさらなる推進・強化を担っていることか
ら、引き続き取締役に選任しております。

横山 宏

金融機関での不動産関連業務の経験を備えており、
当社入社以来、財務・経理業務に従事し、現在は財経
本部長を務めております。不動産開発及び財務関連
の豊富な実績と経験を有しており、グローバル展開の
加速、キャッシュ創出力の強化といった施策を着実に
推進していることから、引き続き取締役に選任してお
ります。

岡田 元也

イオン（株）とイオングループ各社は、相互に自主性・
独自性を尊重しつつ綿密な連携を図りながら、シナ
ジー効果の最大化を図ることが、株主利益につながる
ものと認識しております。グループ戦略の実効性を高
めること及び当社の健全な事業経営の管理を目的に、
経営者としての豊富な経験・能力を有していることか
ら、引き続き取締役に選任しております。

伴井 明子

入社以来、主にショッピングモールの管理・運営業務、
デジタル事業に従事し、現在はマーケティング統括部
長を務めております。営業全般にかかわる専門知識、
デジタルの知見や子会社での経営経験を活かし、ア
プリ開発などお客さまの利便性、顧客体験価値向上
に努めていることから、引き続き取締役に選任してお
ります。

橋本 達也

入社以来、主にショッピングモールの管理・運営業務
に従事し、現在は中国事業責任者を務めております。
国内外で培った営業全般にかかわる専門知識と中国
事業責任者としてのリーダーシップ、デジタル化推進
による新たな価値提供への取り組み等に努めているこ
とから、引き続き取締役に選任しております。

氏名 選任理由

腰塚 國博

他社において技術戦略や新規事業創出、大型買収案
件等に従事するとともに、技術者として培われたデジ
タル・科学技術における知識、知見、経験を活かして、
デジタルトランスフォーメーションの推進や新時代に
対応する新たな「暮らし」を創造する事業や経営課題に
対して適切な助言・監督を行っていただけるものと期
待し、引き続き取締役に選任しております。

山下 泰子

公認会計士として培われた会計の専門家としての見識
と監査法人においての業務経験、また他社での取締
役及び監査役としての経験を活かし、当社経営への助
言、監督を行っていただけることを期待し、引き続き取
締役に選任しております。

黒㟢 裕伸

海外での事業活動や現地法人責任者（社長）として、体
制構築や事業拡大など経営に携わってきたことの経験
やノウハウ及び新興国への駐在経験から培った海外で
のリスク管理における知見を活かし、当社の経営課題
であります海外事業における高い利益成長の実現の
ために適切な助言・監督を行っていただけることを期
待し、新たに取締役に選任しております。

大和田 順子

人材活用、人事ソリューション、ダイバーシティ、働き
方改革など人事採用教育関連の知見が深く、ＩＴや人事
領域の課題解決に関する顧問あるいはコンサルティン
グの経験や実績を活かし、当社の重要課題であるダイ
バーシティや働き方改革の推進に関する提言が十分に
期待できるため、新たに取締役に選任しております。

榎本 知佐

外資系を含む複数社でのリーダーとしての経験・実績
が豊富であり、また他社での社外取締役や大学での取
り組みなどその活動範囲やネットワークも広く、当社
の重要課題である情報開示、ブランド戦略の推進に関
して、幅広い知見や多面的な視点での提言が十分に
期待できるため、新たに取締役に選任しております。

渡部 まき
イオン（株）で培った豊富な経理に関する経験と、イオ
ングループ各社での監査役としての経験を、当社の経
営に活かしていただけるものと判断し、社外監査役と
して選任しております。

村松 高男

長年にわたる国税局勤務で培った税務に関する豊富
な専門知識と、他社での取締役及び監査役としての経
験を基にした的確な助言や監督を行っており、今後も
当社の経営に活かしていただきたく、選任しておりま
す。なお、同氏は過去に直接会社の経営に関与された
経験はありませんが、上記の理由により社外監査役と
しての職務を適切に遂行できるものと判断し、選任し
ております。

鳥居 江美

企業法務に関する弁護士としての経験と専門知識を有
しており、法的な側面からの意見・視点をもって、当社
の経営に貢献していただきたく選任しております。な
お、同氏は過去に直接会社の経営に関与された経験
はありませんが、上記の理由により社外監査役として
の職務を適切に遂行できるものと判断し、選任してお
ります。

西松 正人
イオングループ各社で培った幅広い見識と専門的知
識をもとに、当社の経営全般に対する監督と有効な助
言をいただけるものと判断し、選任しております。
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6.�以下のいずれかに該当する者の配偶者または二親等内
の親族でないこと。

① 5. ①②③に掲げる者
②イオンモールグループの業務執行者
③�当社の親会社の業務執行者などまたは業務執行者でな

い取締役
④�当社の親会社の子会社など（当社および当社の子会社

を除く）の業務執行者など
⑤�就任の前3年間において、イオンモールグループの業

務執行者であった者

取締役のトレーニング方針、
社外取締役のサポート体制
　当社は、取締役・監査役に対して、より高いリーダーシッ
プ力と経営戦略を培う能力開発や、コンプライアンス、ガ
バナンスの知識向上のため、新任役員セミナーやトップセ
ミナーをはじめとした経営幹部対象のトレーニングの機会
を提供します。
　社外取締役・社外監査役に対して、就任時に、店舗見学
をはじめ、当社が属する業界、イオンモールグループおよ
びイオングループの歴史、事業概要・財務情報・戦略、組織
などについて必要な情報収得のための研修を行います。就
任後については、特に当社政策の柱である海外戦略の理解
を深めることを目的に、毎年1回以上、海外視察を実施しま
す。
　社外取締役および社外監査役のサポート体制としては、
総務部が補佐する体制とし、社外監査役を含め監査役を補
佐する専任スタッフ1名を配置しています。取締役会の限
られた時間内に有効な議論を可能とするために、取締役会
の付議資料の配布と事前説明を行うとともに、随時、必要
な情報の的確な提供を行っています。

独立性判断基準
　当社は、独立社外取締役の選任について、東京証券取
引所の定める独立性基準に則るとともに、独立役員の資格
を充たす社外役員7名（取締役5名、監査役2名）全員を独
立役員として指定し、東京証券取引所に届け出ています。

■社外取締役の独立性判断基準
1.�イオンモールグループの業務執行者でなく、かつ、その

就任の前10年間、イオンモールグループの業務執行者
であったことがないこと。

2.�就任の前10年内のいずれかの時において、当社または
当社の子会社の取締役、会計参与または監査役であっ
たことがある者（イオンモールグループの業務執行者
であった者を除く）にあっては、当該取締役、会計参与
または監査役への就任の前10年間、イオンモールグ
ループの業務執行者であったことがないこと。

3.以下のいずれにも該当する者でないこと。
①�当社の親会社および当社の親会社の子会社など（当社

および当社の子会社を除く）の取締役、執行役、支配
人、その他の使用人（以下「業務執行者」という）

②�イオンモールグループの業務執行者の配偶者または二
親等内の親族

4.以下のいずれにも該当する者でないこと。
①�当社または当社の子会社を主要な取引先（直近事業年

度の連結売上高の1%以上を基準に判定する）とする者
もしくはその業務執行者など

②�当社または当社の子会社の主要な取引先もしくはその
業務執行者など

③�当社または当社の子会社から役員報酬以外に年間
1,000万円以上の金銭その他の財産を得ているコンサ
ルタント、会計専門家または法律専門家など

5.�就任の前3年間において、以下のいずれにも該当してい
た者でないこと。

① 4. ①②③に掲げる者
②�当社の親会社の業務執行者および業務執行者でない

取締役
③�当社の親会社の子会社など（当社および当社の子会社

を除く）の業務執行者など
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後継者計画
　経営責任者（候補者を含む）に必要な基準やキャリアの
積ませ方や研修の内容などの育成方針・計画などについ
て、社外役員を中心とした指名・報酬諮問委員会で協議し、
取締役会の審議を経て、透明性・公正性の高いプランニン
グを行います。

取締役会の実効性評価の取り組み
　当社は、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させ、
強化を図るために、取締役会の貢献度を検証し、課題を抽
出して改善を図ることで、取締役会自身が取締役会全体
の実効性について分析・評価を実施しています。
１. 分析・評価のプロセス
　アンケートによって取締役会の実効性評価を自己評価
方式で実施し、回答内容を第三者機関による分析を行うと
ともに、社外役員を中心に意見交換・討議を実施、その結
果を踏まえ取締役会で検証・議論しています。
２. 分析・評価結果の概要
取締役会では、適切な議案を設定し、多様な知見・見識・
経験を有する取締役および監査役による活発な議論を交
わしており、適切に機能しているものと判断しています。
３. 今後の対応
　海外事業の規模拡大に伴う適切なリスクテイクを支え
るグローバルガバナンス、リスクマネジメントの向上など
に取り組み、取締役会の機能向上に向けた施策を着実に
実行していくことで、さらなる審議の充実と実効性の向上
に努めていきます。

役員報酬
　取締役の報酬などは基本報酬と業績報酬とで構成さ
れ、株主総会にその上限を上程し、決議された報酬限度額
の範囲内において、役職、業績などを勘案して決定してい
ます。
　各取締役の評価の妥当性、各報酬の比率や水準および
具体的な報酬額は、社外役員を中心とした指名・報酬諮問
委員会で審議を行います。監査役の報酬などは株主総会
で決議された報酬限度額の範囲内において、監査役の協
議を経て決定しています。

●取締役および監査役の報酬などの額（2020年度）
区分 支給人員（名） 報酬等の額（千円）

取締役
（うち社外取締役）

16
（4）

235,835
（19,800）

監査役
（うち社外監査役）

3
（3）

23,880
（23,880）

合計
（うち社外役員）

19
（7）

259,715
（43,680）

（注）	1.	上記には、無報酬の取締役1名および監査役2名は含まれていません。
	 2.	株主総会の決議による
		  取締役　金銭報酬限度額	 年間600,000千円
		  ストックオプション報酬限度額	 年間100,000千円
			   （2007年5月17日株主総会決議）
		  監査役　報酬限度額	 年間50,000千円
			   （2002年5月8日株主総会決議）
	 3.	上記の報酬などの総額には、以下のものが含まれています。
	 ●�役員賞与見込額75,400千円（2020年2月29日現在在籍の取締役11名分で

あり、無支給の取締役1名および社外取締役2名は含まれていません。）
	 ●�ストック・オプションによる報酬額25,062千円（2019年5月10日現在在籍の

取締役10名分であり、無支給の取締役1名および社外取締役2名は含まれて
いません。）
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関連当事者間の取引

　当社は、役員や主要株主などとの取引（関連当事者間の
取引）を行う場合において、当社および株主共同の利益を
害することがないよう、以下の体制を整備しています。
　取締役による競業取引および当社と取締役との間の利
益相反取引については、取引の相当性に関する専門家の
意見を得たうえで、取締役会に付議することにより、当該
取引が当社および株主共同の利益を害するものでないか
を慎重に精査します。また、当該取引に利害関係を有する
取締役を特別利害関係人として除外したうえで決議するな
ど、手続の公正性を確保します。
　当社が関連当事者と取引を行う場合は、「関連当事者取
引管理規則」に則り、「関連当事者リスト」を掲示し該当企業
を明確化し、決裁時には関連当事者以外の企業などとの
取引事例の比較表を添付するなどルールを定め、取引条
件の客観性を確保しています。また、「権限規則」に従って
取引の重要性や性質に応じて、取締役会に付議されるもの
は独立役員および監査役に対し、取引の合理性（事業上の
必要性）と取引条件の相当性について意見を求めたうえで
審議を行い、年１回、関連当事者取引先各社との年間取引
実績の増減率などの報告を行い、取引の合理性・相当性の
精査を行っています。

政策保有株式
　当社は、政策保有株式について、事業戦略、取引関係な
どを総合的に勘案し、中長期的な観点からイオンモール
グループの企業価値の向上に資することを目的として保
有することを方針とします。個別の政策保有株式について
は、年1回の取締役会において、保有目的、保有リスク、資
本コスト等を含めた経済合理性を総合的に検証し保有の
合理性を判断しており、その意義が乏しいと判断される株
式については市場への影響等を勘案しつつ売却を検討し、
その結果について開示していきます。また当社は、政策保
有株式の議決権行使にあたっては、議案毎に、当該企業の
中長期的な企業価値の向上につながるか、当社の企業価
値を毀損することがないかを確認のうえ、必要に応じ発行
会社と対話を行ないつつ総合的に賛否を判断することとし
ます。

支配株主との取引などを行う際における
少数株主の保護の方策に関する指針
　イオン株式会社は、当社の議決権の58.22％（2021年２
月28日現在）を有する親会社です。
　当社が、イオン株式会社およびグループ各社と取引を行
う場合には、当社の企業価値向上の観点からその公正性
及び合理性を確保するために、独立社外取締役が出席す
る取締役会において承認を得ることとする等、取引の重要
性に応じて適切に監督しています。
　なお、当社は、イオン株式会社及び同社子会社で総合小
売業を営むイオンリテール株式会社を中心とするグルー
プ各社と一体となり、それぞれの地域においてショッピン
グモール管理・運営事業を実施していることから、イオンリ
テール株式会社及びその他のグループ各社と建物賃貸借
契約等の取引がありますが、これらの取引に際しては、一
般取引条件と同様に決定しており、当社はイオン株式会社
及びグループ各社から一定の独立性が確保されているも
のと認識しています。
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　グループ役職員は、強い決意と高邁な理念をもって、あ
らゆる腐敗防止に真摯に取り組むことを表明します。
　以上を実現するため、当社は、「贈賄防止基本規則」を定
め、グループ役職員はこれを遵守し行動の規範とします。
　企業倫理の浸透・定着を目的に、取締役および従業員の
階層別に研修を実施するとともに、目標管理制度の行動評
価にも企業倫理を取り入れています。

株主・投資家との対話
■ディスクロージャーポリシーの作成・公表
　ディスクロージャーポリシー（IR情報開示方針）を作成し、
基本方針、情報開示の基準、情報開示の方法、IR自粛期間
について公表しています。
▶https://www.aeonmall.com/ir/

■個人投資家向けに説明会を定期的に開催
　個人投資家さま向けの会社説明会を実施しています。
■アナリスト・機関投資家向けに説明会を定期的に開催
　四半期ごとに代表者、IR担当役員による説明会を実施し
ています。
■海外投資家向けに説明会を定期的に開催
　英文版統合報告書作成の他、IRサイトの英文版を作成
し、各種資料を英文化し国内と同一時間で公表していま
す。また、四半期ごとに、海外投資家向けのテレフォンカン
ファレンスを実施しており、また国内で実施される海外投
資家向けのカンファレンスにも定期的に参加しています。
■IR資料のホームページ掲載
　決算情報、決算情報以外の適時開示資料、有価証券報
告書および四半期報告書、株主通信などの掲載に加え、決
算説明会の音声配信をしています。
■IRに関する部署（担当者）の設置
　ディスクロージャー専任部署として、戦略部にIRグルー
プを設置しています。（電話043-212-6733）
■その他
　国内・海外投資家や証券アナリストの方々を対象とした
個別ミーティングを実施しています。また、国内および海
外のモール見学会などを随時実施しています。

コンプライアンス推進体制
　より良い地域社会との関係を構築するとともに、企業と
しての社会的責任を果たすため、コンプライアンス経営を
重視し、イオングループの行動規範である「イオン行動規
範」を遵守します。また、贈賄行為を未然に防止すべく「贈
賄防止基本規則」に基づき、イオンモールグループの社内
体制の整備・教育を行います。
　当社は、管理本部長を委員長とする「コンプライアンス
委員会」を設け、イオンモールグループにおける法令、定
款および社内規程の遵守状況などの確認と問題点の指摘
および改善策の審議を行い、コンプライアンス委員会の議
事については、経営会議に報告し、重要案件については、
取締役会に報告するとともに、年間報告をします。
　また、内部通報窓口として、ヘルプライン・イオンモー
ルホットラインを設置（当社労働組合においても「組合110
番」を設置）し、子会社には、当社の仕組みに準じたヘルプ
ラインを設置します。このヘルプラインの利用者のプライ
バシーの保護及び不利益な扱いを受けることのないよう
周知徹底するとともに、報告・通報があった場合、担当部
門はその内容を精査して、違反行為があれば社内規程に
基づき必要な処置をしたうえで、再発防止策を自ら策定し、
または当該部門に策定させて全社的に実施させるとともに

「コンプライアンス委員会」に報告します。

腐敗防止への取り組み
　イオンモールグループは、いかなる場合でも賄賂などの
不正な手段によって利益を求めることはないことを、すべて
の役職員（以下「グループ役職員」という。）が共有します。
　グループ役職員は、当社およびグループ各社が定める
社内規則などに従うといえども、事案ごとに公務員などの
要求に応じることが社会正義に適うものであるかにつき、
自らが考え、判断し、行動することを誓約します。
　グループ役職員は、不正な意図をもった便益の提供・経
費負担、寄付・助成は、イオンモールグループの企業文化
を損ねることのみならず、ひいてはこの不正な意図をもっ
た行為が、その国・地域の健全な成長の妨げとなり、イオ
ンモールグループのコンプライアンスに対する姿勢を失
墜させることを認識します。
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リスクマネジメント
■リスクマネジメント推進体制
　当社は、イオンモールグループの損失の危険の管理に
関する規程その他の体制として、リスク管理の最高責任
者を代表取締役社長、各本部の責任者を担当業務執行
取締役とし、事業の継続と人命の安全を確保するための
体制と環境を整えています。また、危機の未然防止及び
危機発生時の被害最小化を目的とした「経営危機管理規
則（リスクマネジメント規定）」を策定し、リスクの減少及び
被害の低減に努めています。
　具体的には、イオンモールグループに与える影響の高
いリスク項目を選定し、項目毎に対応する主管部門を定
め、当該部門がリスク対策のＰＤＣＡサイクルを行うこと
で、イオンモールグループ全体の損失の危険を管理する
ことを通じ、ブランド価値の毀損防止はもとより、企業価
値の向上にも努めていきます。
　さらに、緊急かつ重大な損失の危険が発生した場合は、

「経営危機管理規則（リスクマネジメント規定）」に基づき
適切な情報伝達及び意思決定を行い、被害を最小限に止
めるなどの的確な対応を行います。

■リスク管理委員会の設置・活動概要
　当社では、イオンモールグループ全体のリスク管理運
営状況の把握、リスク管理体制の持続的な見直し等リスク
管理体制の維持向上を目的に、管理本部長を委員長とす
るリスク管理委員会を以下のとおり設置しています。リス

ク管理委員会では、リスク状況の分析、リスク回避のため
の継続的な活動並びに代表取締役社長への意見具申及び
リスクマネジメント推進体制に関わる課題、対応策の審議
を行います。また、重大インシデント等に対応するリスク対
策についても、リスク管理委員会での議論を通じ、実効性
の高い対策へ繋げています。
　さらに、地震等の当日判断が必要なクライシスについて
は、別途、対策本部を設置し、迅速かつ的確な初期対応を
行うとともに、事態の拡大防止と早期収束に対応します。
リスク管理委員会の活動頻度は、直近３年の開催状況とし
て年５回程度開催しており、年度初め（３月）に、昨年度の取
組内容及び本年度の取組方針について、取締役会へ報告
しています。なお、国内外子会社においても株式会社ＯＰ
Ａ及び海外現地法人については各法人リスク管理委員会
が設置されており、その審議内容は当社のリスク管理委員
会へ情報共有されています。
　当社のリスク管理委員会の構成メンバーは以下の通り
となります。
・委員長：管理本部長
・委員：	 Ａ）�経営危機管理規則に定めるリスク対応主管部

門の所属長
		  Ｂ）委員長が指名する者
・事務局：法務部
（注）委員については、リスク管理体制の実効性向上を図るべく、イオンモールグ
ループに与える影響の高いリスク項目において、平常時のリスク予防とリスク発生時
に事態を主体的に対応する部門の責任者を選定しています。

コーポレート・ガバナンス

●リスクマネジメント推進体制図

取締役会
報告・提案指示

報告

報告

モニタリング指示

報告指示
報告

監査監査

指示

監査

報告

モニタリング

意見具申・報告

連携

改善指示

報告指示 情報共有体制支援

担当業務執行取締役
（各本部責任者）

リスク対応の実施 リスク管理体制構築およびモニタリング

対応主管部門

国内・海外子会社の
対応主管部門

国内・海外子会社の
リスク管理委員会

リスク管理委員会
（委員長：管理本部長）

監査役会

代表取締役社長
（リスク管理の最高責任者） 経営監査部
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■リスクマネジメントプロセス
　当社のリスク管理を行うにあたり、さまざまなリスクが
ある中で、効率的で効果的な管理を行うため、特にイオン
モールグループに影響を与えるリスク項目を特定し、その
リスク管理の体制をリスク管理委員会より代表取締役社長
へ提言します。その後、各リスク項目の対応主管部門を選
定し、当該部門によるリスク対策の立案・実施と振り返り、
リスク管理委員会や内部監査による執行機関の実施状況
のモニタリングを行い、リスク対策の実効性を評価します。
　なお、特定した各リスク項目における対応主管部門のリ
スク対策の検討・進捗状況については、リスクの性質毎に

経営戦略リスク、コンプライアンスリスク、その他のリス
クの３つに区分して管理します。その区分に応じて、経営
戦略リスクは担当業務執行取締役を定め、当該取締役よ
り四半期毎にリスク対策の進捗状況を取締役会に報告し
ます。コンプライアンスリスクはコンプライアンス委員会
にて、その他のリスクはリスク管理委員会にて同様に報告
され、必要に応じリスク対策の内容・進捗について議論を
行います。各リスク項目のリスク対策は、最終的に全てリ
スク管理委員会にて集約し管理します。
　リスク対策の実施については、リスク対応主管部門より
社内承認を経て、決定し実行します。

■リスクの特定
　リスクの特定については、その性質により、イオンモー
ルグループに影響を与えるリスクを絞り込みます。特定の
方法については次の通りです。
●リスクの洗い出し

取締役、監査役、従業員に対しリスクサーベイ（アンケート・
ヒアリング）を実施し、定量的かつ定性的評価を実施。

●リスクマップによるリスク評価と特定
リスクサーベイの結果から、リスクの発生頻度と被害・影響
の大きさを軸にリスクマップを作成。リスクを評価し、対策を
行うべきリスクを特定。

●優先対策リスクマトリクスによる対策優先度の設定
特定されたリスクに対する既存の対策状況を踏まえ、対策の
必要性を基に優先対策リスクマトリクスを作成し、優先対策
すべきリスクを特定。

　上記より、当社では現在92項目のリスクを特定し、対策
の優先度合いを踏まえたリスク対策を行っています。な
お、事業環境の変化に伴いリスク評価が変わることから、
上記サーベイに加えて必要に応じ、優先対策すべきリスク
も更新されています。

●リスクマネジメントプロセス

リスク管理委員会による
リスク管理方針の決定

対応主管部門による
リスク対策の決定リスクサーベイ

リスク管理委員会や内部監査による
対応主管部門のリスク対策
実施状況のモニタリング

対応主管部門による
リスク対策の実施・改善

リスク対策の
実効性の評価

リスクマップによるリスク評価 優先対策リスクマトリクス
リスク評価

対策必要性1
1 4 小

S

H

M

L

中 大32

4

3

2

S S S S

S

H
M

L

（　　　　　　優先的に対策を講じることが望ましい領域）

リスクマップから以下
の点を考慮して、優先
対策リスクマトリクス
を作成

リスクマップ上での位置により

発生頻度および被害・影響の大きさが上位のリスクほど高評価
4段階（S・H・M・L）にてリスク評価

リスク評価

その他、ヒアリングで洗い出された事項

その他

（ヒアリング等を踏まえ当社で評価）
•ヒアリングで評価上方修正の意見が出たリスク
•対策に改善の余地があると思われるリスク
小：対策実効性の検証が必要
中：対策の確実な実施、実効性の検証が必要
大：早期の対応が必要

対策必要性

S シビア ハイ ミディアム ローH M L

被
害・影
響
の
大
き
さ

発生
頻度
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コーポレート・ガバナンス

事業等のリスク
　当社は、国内・海外における最新の事業環境を踏まえ、イオンモールグループの事業活動に影響を与える可能性があり、
かつ全社的に管理すべきリスクを洗い出しています。リスクマップによるリスク評価および優先対策リスクマトリクスによって
特定したリスク項目の内、リスク評価および対策必要性のいずれもが高いリスク項目に加え、特定したリスク項目以外でも投
資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられるリスク項目を、以下の通り分類しています。

分類 リスク項目 評価 必要性

事業戦略リスク ①事業環境の変化に関するリスク Ｓ 大
②不動産開発及び投資に関するリスク Ｓ 大
③人材の確保と育成に関するリスク Ｓ 大
④イオン株式会社及び同社の関係会社との取引に関するリスク ☆ ☆
⑤法的規制に関するリスク ☆ ☆

財務関連リスク ⑥減損リスク Ｓ 大
⑦資金調達・金利変動・為替変動に関するリスク Ｓ 中

オペレーションリスク ⑧自然災害・事故・テロの発生に関するリスク Ｓ 大
⑨戦争・内乱・クーデターの発生に関するリスク Ｓ 大
⑩感染症拡大に関するリスク Ｓ 大
⑪情報セキュリティに関するリスク ☆ ☆

☆：投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられるリスク項目。

事業戦略リスク

①事業環境の変化に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループを取り巻く事業環境は、海外に
おいては高い経済発展に伴う小売市場の高い成長性が見
込まれる一方、競合ディベロッパーによる出店加速、世界
規模での経済不況による成長減速の懸念等が考えられま
す。国内においては、人口減少や少子高齢化に伴う人口
動態や家族構成の変化に加え、Ｅコマースの拡大、節約志
向、シェアリングなどの消費行動の変化が進んでいます。
　イオンモールグループが管理・運営するモールの主要
テナントは小売・サービス企業であり、景気や個人消費の
動向に影響を受けやすい傾向にあることから、経済情勢
が悪化した場合や、他の不動産ディベロッパーや小売企業
との競争が激化した場合には、テナントのリーシング条件
の悪化や空床区画の増加が発生する等、イオンモールグ
ループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性
があります。

　イオンモールグループは、商業施設という枠組みにとらわれることなく、地域や社会が抱える
課題にソリューションを提供することを事業とし、イオンモールグループが展開するショッピング
モールが地域コミュニティにおける中核施設・社会的インフラとしての地位を確立することをめ
ざしています。
　海外においては、社会インフラ整備を柱とした経済政策がすすめられていることから、当社
では都市化が進展し、街づくりが進められているマーケット成長性が高いエリアにおいて物件
開発を推進し、新規出店を進めています。日本で培ったモールの管理・運営ノウハウを活かした
競争力のあるモール開発により、競合ディベロッパーとの差別化を図っています。
　国内においては、エリア別のニーズに対応した増床活性化や地域インフラ機能の拡充等によ
るローカライズの取り組みを通じて、エリア№１モールとしてのポジションを確立し、地域にお
けるマーケットシェアを高めていきます。また、複合型施設や地域創生型施設等、立地特性に応
じて開発パターンを多様化することで事業領域の拡大を図っています。
　リーシング面では、国内外におけるテナント企業とのリレーションシップを活かし、新規テナン
トの誘致や新たな業態開発等による付加価値の提供を通じて、お客さまにとって魅力あるモー
ルづくりを推進しています。

②不動産開発および投資に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループでは、市場調査、用地選定、用地
確保に向けた地権者との交渉から法的手続き、モールの建
設、テナント募集を経て開店に至るため、モール開発にかか
る期間が長期にわたり、かつ投資が多額となるため、投資回
収までは一定の期間を要します。天候不順、自然災害、開発
地域の環境汚染、許認可の取得遅延、地域住民からの反対
等により、開発スケジュールに遅延が生じた場合、また、不
動産価格の上昇により不動産の取得および賃借にかかるコ
ストが増加した場合には、イオンモールグループの経営成
績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　イオンモールグループでは、各部門が連携し、将来の開発物件のスケジュールや進捗管理を
実施するとともに、想定されるリスクシナリオを把握・分析したうえで、収益・コスト面で最適な
プランに基づく計画を策定し、事業を推進する体制を整えています。また、国内、海外の新規出
店および増床活性化においては、事業計画に対する責任部門を明確にしたうえで意思決定を
行っており、明確な投資採算基準による運用のもと、損益計画の妥当性及び投資回収の実現性
を取締役会、経営会議で審議しております。

価値創造を支える
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③人材の確保と育成に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループは、国内事業および成長ドライ
バーである中国・アセアンにおける海外事業の事業拠点
拡大と収益力強化に向けた基盤づくりを推し進めており、
グローバルな視点で高いマネジメント能力やリーダーシッ
プを発揮できる人材の確保・育成が必要となります。
　特に国内では、少子高齢化の進展に伴う労働人口の減
少等の影響もあり、事業拡大に必要な人材の確保・育成が
計画通りに進まない場合、イオンモールグループの経営成
績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　イオンモールグループでは、人材こそが持続的成長を実現していくための最大の経営資源
であるという考えのもと、多様な人材が健康で能力を発揮し続けられる企業をめざし、人的資
源への投資により成長戦略を推進しています。
　急速な社会変化に対応し、ビジネスモデルを革新していくためにダイバーシティ経営を推進
しており、多様な従業員が個性や能力を発揮し活躍できる制度や職場環境の整備を進めてい
ます。
　教育面では、従業員の職位や成長度合いに応じた研修や、海外事業の将来を担う人材育成
のための国内・海外間における活発な人材交流を行うほか、将来の経営幹部人材を育成するＡ
ＢＳ（イオンビジネススクール）等、さまざまな人材育成・教育プログラムを整備しています。
　取締役・監査役に対しては、より高いリーダーシップと経営戦略を培う能力開発や、コンプ
ライアンス、ガバナンスの知識向上のために経営幹部対象のトレーニング機会を提供していま
す。また、経営者候補の育成においては、経営責任者として必要な基準やキャリアプラン、育成
方針・計画などについて、透明性・公正性を確保するために、社外役員を中心とした指名・報酬
諮問委員会で協議を行っております。

④イオン株式会社及び同社の関係会社（以下、「イオングループ各社」）との取引に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ
　モールの開発においては、集客力のある核テナントの役割は非常に重要であり、イオンモールグループは親会社であるイオン株式会社との緊密な関係を
活かして、同社子会社であるイオンリテール株式会社等が運営する総合スーパー「イオン」「イオンスタイル」を核テナントとしております。今後、イオンモー
ルグループが開発するモールに関しても総合スーパー「イオン」「イオンスタイル」が核テナントとなることが予想されます。
　このように、イオンモールグループとイオン株式会社及び「イオングループ各社」との関係は、イオンモールグループがモールの開発を進める上で安定的
に核テナントを誘致できるという面で有利な条件となっておりますが、イオン株式会社及び「イオングループ各社」の実績、出店方針、既存店の廃止方針等に
より、イオンモールグループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
　なお、イオンモールグループの営業収益に対するイオンリテール株式会社の占める比率は2021年２月期11.7％であり、イオンリテール株式会社以外の

「イオングループ各社」の合計が占める比率は同10.9％であります。

⑤法的規制に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ
　イオンモールグループは、地域行政と連携し、地域に根ざしたモール開発を進めておりますが、都市計画法および建築基準法により、１万㎡を超える大型店
の出店できる地域は、同法により商業地域、近隣商業地域、準工業地域として指定された区域以外の用途地域においては、原則として大型店を開発することが
できず、また非線引き都市計画区域及び準都市計画区域内の白地地域において大型店の開発を行うには、都道府県知事等により用途地域の指定又は用途を
緩和する地区計画決定がなされることを要します。このため、当社の今後の出店計画はこうした法的規制による影響を受ける可能性があります。
　不動産関連税制が変更された場合には、保有資産、取得・売却時のコストが増加し、イオンモールグループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能
性があります。
　また、イオンモールグループは、中国・アセアンにおいて海外事業を展開していることから、出店する国・エリアにおいて、投資、貿易、競争、税及び為替等に
関する法的規制に変更が生じることにより、イオンモールグループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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マネジメント

イオンモール 統合報告書 2021 84



コーポレート・ガバナンス

財務関連リスク

⑥減損リスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループが保有する事業用固定資産につ
いては、経営環境の著しい悪化、テナント退店による空床
の拡大等により各モールの営業損益の赤字が続いた場
合や、保有する土地の市場価格が著しく下落した場合等
において、減損損失が発生することにより、イオンモール
グループの経営成績および財政状態、信用力に影響を及
ぼす可能性があります。

　イオンモールグループは、想定されるリスクシナリオを把握・分析したうえで、収益・コスト面
で最適なプランを策定しており、一定額以上の投資案件については、損益計画の妥当性及び投
資回収の実現性を取締役会、経営会議で審議し、投資採算計画の精度向上に努めております。
　開業後のモールについては、営業状況について全社ベースの会議体にて検証を行っている
他、開業後一定期間経過後のモールについて、投資採算の実績検証結果を取締役会に報告し
ております。減損損失の懸念があるモールに対しては、対策プロジェクト（バリューアッププロ
ジェクト）チームを組成し、主に収益改善に向けた施策の実行により、減損リスクの削減に努め
ております。

⑦資金調達・金利変動・為替変動に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループは、成長戦略に基づくモール開
発にかかる資金を、主に金融機関からの借入や社債発行、
リース活用、増資等により調達しており、金融市場の混乱
やイオンモールグループの事業見通しの悪化、信用力の
低下等の要因により、イオンモールグループの望む条件
にて適時に資金調達が実施できない可能性があります。
なお、市場金利が上昇した場合には、モール開発にかか
る資金および借り換え時における資金調達コストの増加、
リース活用時における物件オーナーへの支払賃料の上昇
等により、イオンモールグループの経営成績および財政
状態に影響を及ぼす可能性があります。
　また、イオンモールグループは、今後の成長ドライバー
である中国・アセアンにおける海外事業を拡大しており、
海外の開発物件における資材調達等、外貨建て取引が増
加していることから、為替相場変動の影響を受けるため、
イオンモールグループの経営成績および財政状態に影響
を及ぼす可能性があります。

　イオンモールグループは、原則、固定金利による資金調達を実施しており、為替変動リスク
の一部については通貨スワップによるヘッジを実施しております。また、資金調達（借入）先およ
び資金調達手段の多様化を進めつつ、有利子負債残高のコントロール等による信用格付の維
持・向上に努め、必要な資金調達枠を確保するとともに、調達環境が急変した状況においても
必要な運転資金を即時に調達できるようにコミットメントラインを設定しております。

オペレーションリスク

⑧自然災害・事故・テロの発生に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループは、国内外で事業を展開してい
ることから、出店する国・エリアにおいて、大規模地震、台
風、集中豪雨等の自然災害や、火災・停電等の人為的な
事故、あるいは人命を危機にさらす暴動・テロ等の発生に
より、イオンモールグループが管理・運営するモールに毀
損、焼失、劣化等の甚大な被害が生じ、休業を余儀なくさ
れた場合、イオンモールグループの経営成績および財政
状態に影響を及ぼす可能性があります。

　イオンモールグループでは、自然災害や疫病・事故等に対応する経営危機管理規則および
経営危機関連諸規定の整備・周知徹底、大規模地震やテロ活動を想定した防災訓練の実施、
有事の際に損害を最小限に抑えるためのリスク対応体制の整備・強化を進めております。
　また、建物・設備面の対策としては、耐震補強の実施や防煙垂れ壁のシート化等による大規
模地震発生時の被害軽減対策、水害による浸水可能性があるモールには止水板の設置等の対
策を講じております。
　また、イオンモールグループは、運営する全モールを対象とする火災保険及び火災水害等
大規模災害罹災時の喪失賃料等を補償する利益保険に加入しております。地震保険について
は、イオングループ合同の保険に加入しており、地震に対するリスクの適正管理に努めており
ます。

価値創造を支える
マネジメント
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⑨戦争・内乱・クーデターの発生に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループは、国内外で事業を展開してい
ることから、出店する国・エリアにおける戦争・内乱・クー
デター等が発生すると、イオンモールグループが管理・運
営するモールに毀損、焼失、劣化等の甚大な被害が生じ
る可能性があります。その場合、長期間にわたるモールの
休業、国内外におけるテナント撤退に伴う空床拡大、被害
を受けたモール再建にかかるコスト等が発生することによ
り、イオンモールグループの経営成績および財政状態に
影響を及ぼす可能性があります。

　イオンモールグループでは、特に海外での事業展開にあたっては、出店国・エリアの政府や
現地企業等との提携により事業を推進することが多く、相手先との緊密なコミュニケーション
を通じた情報収集に努めております。
　また、経営危機管理規則、緊急事態対応マニュアル等の各種規定やマニュアルの整備、各国
におけるＢＣＰに基づく訓練の実施、危機管理に関する従業員への教育等の対策を講じ、有事に
おいても適切な対応を実現する体制構築に努めております。

⑩感染症拡大に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループは、国内外でモール事業を展開
しており、出店国・エリアにおいて大規模かつ深刻な感染
症が流行した場合、各国政府や自治体によるロックダウン

（都市封鎖）や活動自粛要請等により外出機会が減少し、
お客さまの価値観や消費行動が変容する可能性がありま
す。また、イオンモールグループが管理・運営するモール
において、臨時休業や営業時間の短縮、出店計画の変更
を余儀なくされる等、イオンモールグループの経営成績
及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
　なお、新型コロナウイルス感染症の拡大は、世界経済
の減速およびお客さまの生活様式に変化をもたらしてお
り、また、収束時期を見通すことは困難な状況にあること
から、今後も先行き不透明な事業環境が続くことが予想
されます。

　イオンモールグループでは、感染防止対策として、お客さま、テナントおよび当社従業員の
健康と生活を守り、お客さまとともに地域社会の安全・安心な生活を守ることを目的とし制定し
たイオンの防疫対策等の基準「イオン新型コロナウイルス防疫プロトコル」に基づき、モール館
内の環境改善やモールオペレーションを構築しています。お客さまの価値観や消費行動の変容
に対しては、新常態（ニューノーマル）における新たなモールコンセプトやサービス機能の提供
等、従来のビジネスモデルからの変革を進めていく好機ととらえ、国内外において社会変化に
対応したモールづくりに取り組んでいます。
　また、従業員が健康かつ安全に働くことができるように、検温等による体調管理の徹底や在
宅勤務の推進により感染拡大防止に努めております。さらに、ＴＶ会議システムの活用やリモー
トワークの環境整備等により業務効率化を推進し、働き方改革の実現に向けた取り組みを進め
ています。

⑪情報セキュリティに関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループの事業活動における情報システ
ムの重要性は非常に高まっており、大規模な自然災害等に
よりデータセンターが被災し情報システムに障害が生じた
場合、事業活動の継続に支障をきたす可能性があります。
　また、サイバー攻撃による被害や不測の事態により、お
客さまや従業員などの個人情報や業務上の機密情報等
の外部流出や改ざん等が発生した場合、イオンモールグ
ループの社会的信用の低下および損害賠償による多額の
費用負担が生じる等、イオンモールグループの経営成績
および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　情報システムの停止リスクに対しては、主に稼働しているデータセンターに加え、遠隔地に
バックアップのデータセンターを待機稼働しています。メインのデータセンターに障害が発生
した場合においても復旧可能な体制を整備しており、イオンモールグループで運用中のＢＣＰ

（事業継続計画）を更に強化し、大規模な自然災害等によるイオンモールグループの事業への
影響の極小化を図っております。
　情報の外部流出・改ざん等のリスクに対しては、サイバー攻撃対策として、業務用端末への
ウイルス対策ソフトの導入、ネットワーク通信ログの収集ツールの導入、業務用端末における
外部記憶媒体の利用制御等を実施しております。また、運用面では、利用アプリケーション等へ
の最新セキュリティパッチの適用、従業員への情報セキュリティ教育の実施、定期的な情報シス
テムのセキュリティチェック等の対策を講じております。
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